
○大野市森・水保全条例施行規則 

平成２４年９月２１日 

規則第２６号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、大野市森・水保全条例（平成２４年条例第２６号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（対象工作物に係る事業） 

第２条 条例第２条第３号の規則で定める事業は、次に掲げるものとする。 

(1) 一般廃棄物処理業 

(2) 産業廃棄物処理業 

(3) 砂利採取業及び砕石業 

(4) 鉱業 

(5) ゴルフ場業 

(6) 前各号に掲げるもののほか、水質を汚染し、又は水量に影響を及ぼすおそれ

のある事業（地区で管理する水道事業を除く。） 

（届出を要する土地売買等の契約） 

第３条 条例第８条第１項の規則で定める契約は、次に掲げる契約とする。 

(1) 贈与契約 

(2) 売買契約 

(3) 交換契約 

(4) 地上権の設定契約 

(5) 地役権の設定契約 

(6) 使用貸借契約 

(7) 賃貸借契約 

（土地の所有権等の移転等の届出） 

第４条 条例第８条第１項の規定による届出は、土地の所有権等の移転等の届出書

（様式第１号）により行わなければならない。 

２ 前項の届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 土地売買等の契約に係る土地の位置を示す図面 

(2) 登記事項証明書その他土地売買等の契約に係る土地について所有権等を有

することを証する書面の写し 



３ 条例第８条第１項第５号の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 土地売買等の契約の種類 

(2) 土地売買等の契約に係る土地の地目及び現況 

(3) 土地売買等の契約の締結予定年月日 

４ 条例第８条第２項の規定による変更の届出は、土地の所有権等の移転等の変更

届出書（様式第２号）により行わなければならない。 

（対象工作物設置の届出等） 

第５条 条例第９条第１項の規定による届出及び協議は、対象工作物設置届出書（様

式第３号）により行わなければならない。 

２ 前項の届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 対象工作物を設置する地域を示す図面及びその付近見取図 

(2) 対象工作物の計画書及び平面図 

(3) 対象工作物を設置しようとする者が法人である場合には、その法人の定款又

は寄附行為及び登記事項証明書 

(4) 説明会結果報告書（様式第４号。既に条例第９条第２項の規定による説明会

を開催した場合に限る。） 

３ 条例第９条第３項第１号の規則で定める者は、電気事業法（昭和３９年法律第

１７０号）第２条第１項に規定する一般電気事業者又は卸電気事業者とする。 

４ 条例第９条第４項の規定による変更の届出は、対象工作物設置変更届出書（様

式第５号）により行わなければならない。 

（身分証明書） 

第６条 条例第１０条第３項の身分を示す証明書の様式は、様式第６号のとおりと

する。 

附 則 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第５条関係） 

様式第５号（第５条関係） 

様式第６号（第６条関係） 

 


